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十　　保養所

十一　その他被保険者等の健康保持増進又は保険給付のために必要な事業

2　 組合は、被保険者の療養環境の向上又は保険給付のために必要な事業を行う。

3 　組合は、被保険者の療養のための費用に係る資金の貸付けのための必要な事業を行う。

第16条　前条に定めるもののほか、保健事業に関して必要な事項は、別に定める。

第17条　被保険者でない者に第 15 条の保健事業を利用させる場合における利用料については、別に

定める。

第五章　保　険　料
（保険料の賦課額）

第18条　組合員は保険料として、次の第一号から第三号までのいずれかの額と第四号に掲げる額と

の合算額を、組合に納付しなければならない。

一　第 6 条第 1 項第一号及び第三号並びに第四号の税理士である組合員（後期高齢者の組合員

を除く。）については、次のイ及びロに掲げる額の合算額とする。但し、当該組合員が介護保

険法第 9 条第 2 項に規定する被保険者（以下この条において「介護納付金賦課被保険者」と

いう。）である場合には、イ、ロ及びハに掲げる額の合算額とする。

イ　国民健康保険事業に要する費用（高齢者の医療の確保に関する法律の規定による後期高齢

者支援金（以下単に「後期高齢者支援金」という。）及び介護保険法の規定による納付金（以

下「介護納付金」という。）の納付に要する費用並びに後期高齢者の組合員に係る保健事業（以

下「後期高齢者の保健事業」という。）に要する費用を除く。）に充てるために算定した基礎

賦課額（以下「基礎賦課額」という。） 月額 26,000 円

ロ　後期高齢者支援金の納付に要する費用に充てるために算定した後期高齢者支援金賦課額

（以下「後期高齢者支援金賦課額」という。） 月額 3,200 円

ハ　介護納付金の納付に要する費用に充てるために算定した介護納付金賦課額（以下「介護納

付金賦課額」という。） 月額 4,200 円

二　職員である組合員（後期高齢者の組合員を除く。）については、次のイ及びロに掲げる額

の合算額とする。但し、当該組合員が介護納付金賦課被保険者である場合には、イ、ロ及び

ハに掲げる額の合算額とする。

イ　基礎賦課額 月額 15,000 円

ロ　後期高齢者支援金賦課額 月額 3,200 円

ハ　介護納付金賦課額 月額 4,200 円

三　後期高齢者の組合員については、後期高齢者の保健事業に要する費用に充てるために算定

した後期高齢者賦課額として月額 3,000 円とする。
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四　組合員の世帯に属する被保険者については、1 人につき、次のイ及びロに掲げる額の合算額

とする。但し、当該被保険者が 6 歳に達する日の属する月の前月まではロを賦課しないもの

とし、介護納付金賦課被保険者である場合には、1 人につき、イ、ロ及びハに掲げる額の合算

額とする。

イ　基礎賦課額 月額　8,000 円

ロ　後期高齢者支援金賦課額 月額　3,200 円

ハ　介護納付金賦課額 月額　4,200 円

2　 削除

3　第 6 条第 1 項第一号の税理士である組合員並びに税理士法人は、自己及び自己に所属する第 6

条第 1 項第三号及び第四号並びに第 1 項第二号及び第三号の組合員にかかる保険料額をとりま

とめ、組合に納付するものとする。この場合、第 6 条第 1 項第三号及び第四号並びに第五号の

組合員は、自己にかかる保険料額の 2 分の 1 を第 6 条第 1 項第一号の税理士である組合員又は

税理士法人に支払わなければならない。

4　この組合に使用される組合員は、第 1 項第二号に定める保険料と、自己の世帯に属する被保険

者につき一人第 1 項第四号の割合で計算される保険料との合算額の 2 分の 1 の保険料額を組合

に納付しなければならない。

5　第 1 項第一号及び第二号の保険料を賦課するに当たり、組合員の世帯に属する被保険者の数は

4 人までとする。

6　組合員に賦課する保険料は、法施行令第 29 条の 7 第 2 項第十号及び同条第 3 項第九号並びに

同条第 4 項第九号に定める限度額の合算額を超えないものとする。

（賦課期日）

第19条　保険料の賦課期日は、毎月 1 日とする。但し、月の中途で加入した組合員への賦課期日は、

組合に加入した日とする。

（納　期）

第20条　保険料は、前条に定める賦課期日の翌月 1 日までに納付しなければならない。但し、1 日が

土曜日、日曜日及び国民の祝日に関する法律（昭和 23 年 7 月 20 日法律第 178 号）に定める休

日にあたるときは、その翌日とする。

（保険料の変更）

第20条の2　保険料の賦課期日後に、納付義務が発生した組合員又は組合員の世帯に属する被保険者

が増加した組合員、その他、組合員又は組合員の世帯に属する被保険者が新たに介護納付金賦

課被保険者に該当する事となった組合員に対しては、保険料の変更事由が発生した日の属する

月から、新たに第 18 条により計算された保険料額を賦課する。

2

一、保険料の賦課期日後に、納付義務が消滅した組合員には、納付義務が消滅した日の属する

月から第 18 条による保険料は賦課しない。
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二、保険料の賦課期日後に世帯に属する被保険者が減少した組合員には、被保険者が減少した

日の属する月から第 18 条により新たに計算される保険料を賦課する。

三、保険料の賦課期日後に組合員又はその世帯に属する被保険者が、介護納付金賦課被保険者

に該当しないこととなった組合員には、該当しないこととなった日の属する月から第 18 条

第 1 項各号のハに定める介護納付金賦課額は賦課しない。

（納額通知）

第21条　保険料の納付額が決定したとき理事長は、遅滞なくこれを組合員及び保険料の納付義務者

（税理士である組合員及び税理士法人並びに第 18 条第 4 項の組合員をいう。また単に「納付義

務者」ともいう。以下この規約において同じ。）に通知しなければならない。

（督促手数料）

第22条　保険料の督促手数料は、督促状 1 通につき 300 円とする。

（延滞金）

第23条　保険料の納付義務者が納付期限までに保険料を納付しないとき、組合は納付されない保険

料に、当該保険料 100 円（100 円未満の端数切り捨て）につき納付期限の翌日から納付の日ま

での期間 1 日 4 銭の割合で計算される延滞金を加算して徴収することができる。但し、次の場

合はこれを徴収しない。

一　延滞金が 500 円未満の場合

二　督促状の納付指定期日までに納付された場合

三　理事長が徴収しない特別の理由があると認めた場合

（納付期限の延長）

第24条　理事長は、保険料の納付義務者（税理士法人を除く。）が次のいずれかに該当することに

より、その納付すべき保険料の全部又は一部を納付することができないと認められるときは、

納付することができないと申請された金額を限度として、その保険料の納付期限の翌日から

6 箇月以内の期限を限り、納付期限の延長を認めることができる。この場合、延長を認められ

た期間内に保険料が納付されたときは、前条の延滞金は徴収しない。

一　納付義務者が、所有する資産について震災・風水害・火災その他これに準ずる損害を受け、

又は盗難の被害を受けたことにより、保険料の納付が困難と認められるとき。

二　納付義務者がその事業について重大な損害を受けたことにより、事業を休止、又は廃業す

るに至ったとき。

三　前各号に準ずる理由により、保険料の納付が困難と認められるとき。

2　 前項の申請をしようとする納付義務者は、次の事項を記載した申請書に納付期限の延長を必

要とする理由を証する書類を添付して理事長に提出しなければならない。

一　納付義務者の住所、氏名、及び事業所名称並びに所在地

二　納付できない保険料の額、及びその納期限

三　納付期限の延長を必要とする理由
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（保険料の減免）

第25条　理事長は、納付義務者（税理士法人を除く。）が前条第 1 項各号のいずれかに該当するこ

とにより、その納付すべき保険料の全部又は一部を納付することができないと認められるとき

は、納付することができないと申請された金額を限度として、その保険料を減免することがで

きる。

2　 前項の申請をしようとする納付義務者は、次の事項を記載した申請書に、減免を受けようと

する理由を証する書類を添付して理事長に提出しなければならない。

一　納付義務者名及び事業所名、並びに所在地

二　減免を受けようとする保険料の額及びその納期限

三　減免を受けようとする理由

第六章　組　合　会
（組合会議員の定数）

第26条　組合会議員の定数は、36 名とする。

（組合会議員の選挙並びに選挙区）

第27条　組合会議員は、各選挙区において選挙する。

2　 選挙区及び各選挙区から選挙すべき議員数は次の通りとする。

 選挙区 議員数

 茨城県地区 6 名

 栃木県地区 6 名

 群馬県地区 6 名

 埼玉県地区 6 名

 新潟県地区 6 名

 長野県地区 6 名

3　 選挙について必要な事項は、組合会の議決によりこれを定める。

（任　期）

第28条　組合会議員の任期は、選挙の日から 2 年目の選挙の日の前日までとする。但し、補欠又は

議員の定数の異動により新たに選任された組合会議員の任期は、現任者の残任期間とする。

（組合会の議決事項）

第29条　組合会は、法第 27 条に定めるもののほか、次に掲げる事項を議決する。

一　特別積立金の繰替使用

二　法令遵守（コンプライアンス）体制の整備に関する基本方針の策定及び変更

三　その他国民健康保険事業の運営上重要なものと認められる事項
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2　 この改正規約の施行日前に行われた改正前の規約第 12 条に規定する一部負担金については、

なお、従前の例による。

3　 高齢者の医療の確保に関する法律附則第 2 条に規定する政令で定める日までの間、第 17 条中

「後期高齢者支援金（以下単に「後期高齢者支援金」という。）とあるのは、「後期高齢者支援金

及び病床転換支援金（以下「後期高齢者支援金等」という。）と、「後期高齢者支援金の納付」

とあるのは「後期高齢者支援金等の納付」と、「後期高齢者支援金賦課額」とあるのは「後期高

齢者支援金等賦課額」とする。

附　則（平成 20 年 7 月 25 日）

1　 第 18 条第 6 項に定める額は、月額 56,000 円とする。

2　 この規約の一部改正は、平成 20 年 10 月 1 日とする。

附　則（平成 21 年 2 月 9 日）

1　 この規約の一部改正は、平成 21 年 2 月 9 日より施行する。ただし、その適用は平成 21 年 1 月

1 日とする。

附　則（平成 22 年 2 月 9 日）

1　 この規約の一部改正は、平成 22 年 4 月 1 日より施行する。

附　則（平成 23 年 2 月 15 日）

1　 この規約の一部改正は、平成 23 年 4 月 1 日より施行する。

附　則（平成 24 年 2 月 14 日）

1　 この規約の一部改正は、平成 24 年 4 月 1 日より施行する。

附　則（平成 24 年 7 月 27 日）

1　 この規約の一部改正は、平成 25 年 2 月 19 日より施行する。ただし、その適用は被保険者となっ

た日からとする。

2　 この規約の一部改正は、平成 25 年 3 月 1 日より施行する。

附　則（平成 25 年 7 月 12 日）

1　 この規約の一部改正は、平成 25 年 7 月 26 日より施行する。

附　則（平成 27 年 2 月 12 日）

1　 第 18 条第 6 項に定める額は、月額 60,000 円とする。

2　 この規約の一部改正は、平成 27 年 4 月 1 日より施行する。

附　則（平成 27 年 7 月 24 日）

1　 この規約の一部改正は、平成 27 年 7 月 24 日より施行する。

附　則（平成 29 年 2 月 10 日）

1　 第 8 条第 1 項の一部改正は平成 29 年 2 月 10 日より施行する。

ただし、番号法の施行に基づき適用する。
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2　 第 18 条第 6 項に定める額は、月額 66,000 円とする。

3　 第 18 条の一部改正は、平成 29 年 4 月 1 日より施行する。

附　則（平成 29 年 7 月 28 日）

1　 この規約の一部改正は、平成 29 年 7 月 28 日より施行する。ただし、その適用は被保険者がそ

の地区に住民登録をした日とする。

附　則（平成 30 年 2 月 9 日）

1　 この規約の一部改正は、平成 30 年 4 月 1 日より適用する。

附　則（平成 30 年 7 月 27 日）

1　 この規約の一部改正は、平成 30 年 7 月 27 日より施行する。ただし、その適用は平成 30 年 4 月

1 日とする。

別表
第 4 条第二号関係 

都道府県 市 区 町 村

福 島 県

千 葉 県

東 京 都

神奈川県

いわき市

千葉市、松戸市、流山市、野田市、我孫子市、印西市、市川市、
船橋市、柏市、香取市

川崎市、横浜市

千代田区、中央区、港区、台東区、文京区、北区、荒川区、足立区
葛飾区、墨田区、江東区、江戸川区、品川区、大田区、渋谷区、目黒区、
世田谷区、新宿区、中野区、杉並区、豊島区、板橋区、練馬区、
武蔵野市、三鷹市、調布市、府中市、小金井市、国分寺市、国立市、
小平市、西東京市、東村山市、立川市、西多摩郡瑞穂町、日野市、
昭島市、青梅市、東久留米市、清瀬市、東大和市、武蔵村山市
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